
資料４
公立大学法人首都大学東京 平成２３年度 年度計画（案） 概要

～首都東京の公立大学法人としてのレーゾンデートルを確立～

□各大学・高専が、その役割や機能を十分認識し、必要な「選択と
　集中」によりそれぞれの特性に磨きをかけていく

□「様々な主体との連携」を深め、新たな相乗効果を生み出していく
　ことで、その特性を更なる強みに変えていく

□各大学・高専の相互連携・協力により、教育研究の成果を「目に
　見えるかたち」で国内外に発信していく

第二期中期計画

　
　　○　平成２３年度は、第二期中期計画（平成２３年度から平成２８年度までの６年間の計画期間）という新たなステージの初年度に当たる重要な年であり、
　　　第二期中期計画期間に法人全体が大きな飛躍を遂げるための必要な土台を整備する１年間と位置付ける。
　　○　平成２３年度に取り組むべき事項を年度計画として定め、全教職員が一丸となって、改善や創意を加えながら事業を着実に推進し、「具体的で目に見える成果」に
　　　つなげていく。

２３年度 年度計画（案） 主な取組み事項
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首都大学東京

【教育】

○大学説明会の充実など、意欲ある学生確保に向けた

   取組みの実施
○大学院入試の実施体制の課題整理
○総合的な学士課程教育の構築に向け、「学位授与の
　方針」及び「教育課程編成・実施の方針」を策定
○観光分野における企画立案・経営を担う人材を育成す
　る観光経営副専攻コース開設
○国際化のための短期留学プログラムの開始、及び国
　際交流推進に資する教育研究プログラムの実施
○学内ＩＣＴ環境の整備（無線ＬＡＮや電子掲示板の拡

　充）及び、学術情報基盤センター（仮称）開設に向け
　た具体的検討の実施
○キャリア支援課の設置などキャリア形成支援の体系
化、

　及び学生支援（メンタルヘルス対策や相談体制等）の
　充実
【研究】
○研究成果の還元及び研究のさらなる高度化に向け
た、
　大都市研究リーディングプロジェクト等の成果検証
【社会貢献】

○公共セクターにおける高度専門人材育成のための
　プログラム実施
○地域貢献強化のための相談窓口の設置
○ＯＵにおける学術研究成果を広く都民に還元する講座

　や大学院レベルの高度専門的講座の開設、都民等の
　ニーズを踏まえた講座の実施による社会貢献推進
【その他】

○ダイバーシティ推進室（仮称）新設による多様な学生・
　研究者への支援体制構築、及びバリアフリー化の推進

産業技術
大学院大学

【教育】

 ○運営諮問会議企業と

　連携し、グローバルに

　活躍できる人材を育成

　するための大学院版

　デュアルシステム（留
　学生対象）の導入
○外部評価を活用したＰ
　ＢＬ教育のさらなる充実
○アジア地域の大学や

　企業をつなぐアジア高

　度専門職人材教育ネッ

　トワーク(APEN)を創設

　するとともに、アジア諸

　国の大学とのグローバ

　ルPBLを実施

 ○InfoBiz等企業グルー

　プと連携したキャリア開

　発や起業につながるよ
　うな学生等支援の推進
【研究】

○ＰＢＬ研究会設置によ

　る、産業界の視点を踏

　まえたＰＢＬ教育手法
　の研究実施
【社会貢献】

○AIITマンスリーフォーラ

　ムにおいて、技術者の

　キャリアアップにつなが

　るイベントや出前フォー

　ラムの実施など、リカレ

　ント教育充実による地
　域貢献の促進

産業技術
高等専門学校

【教育】

○意欲ある多様な学生

　確保のため、新しい

　推薦入試制度などの
　検討
○ＰＢＬ教育の開始
○全学的なＦＤ活動

　の展開と教育力向

　上プログラムの
　策定
○外部留学生による

　交流授業など、国際

　化促進の取組み
　実施
○将来に対する目的

　意識醸成のための

　キャリア教育体系
　構築
○運営協力者会議

　を活用した産業界

　のニーズ把握及び

　外部評価試行による

　ＰＤＣＡサイクルの
　構築
【社会貢献】

○ＯＰＣ事業の再構築

　（技術者リカレント

　教育や将来の技術者

　予備軍へ対象を重点
　化）

そ
の
他

　
○教職員定数の見直し
○産学公連携機能の強化に向けた基本戦略の策定
○各大学・高専の特性に応じた学生支援に向けた体制の整備と支援サービスの充実
○新規に立ち上げた法人ＨＰ等により情報を迅速かつ積極的に発信
○エコキャンパス・グリーンキャンパス基本構想・基本計画の策定
○国際化に関する基本戦略を策定し、法人全体の国際化に向けた戦略的な取組みを推進
○２大学・1高専の強みを生かした共同研究の実施など、大学・高専連携の強化
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年度計画策定の基本的な考え方

第二期中期計画の策定にあたって

■２大学１高専体制確立後、初めてとなる法人中期計画の策定
　～これまで以上に主体的、自律的な検討プロセスの確立
■「中期目標」→「中期計画」→「年度計画」の関係を体系的整理
　～目標・計画の位置づけ及び連関性の一層の明確化
■第二期中期計画に掲げた事項の確実な実現
　～実効性のある年度計画の策定

東
京
都

　上記の基本的な考え方をもとに、法人全体の年度計画をまとめる。体裁を整えた上で、経営審議会の審議を経て理事長が決定し、都への届出と法人内への通知を行う。

　　　　第二期中期目標
　

東
京
都

①　大都市の活力の源泉となる人材の確保・育成・輩出
②　自治体、企業、教育研究機関など、多様な機関との連携
③　グローバルな視野に立った教育研究の推進


	23経営審議会 (室長レク後)

